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令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

参加意向申出書

次の件について、提案資格の要件を満たしていることを確認した上で、プロポーザルの参加を
申し込みます。

件名：各区市民活動支援センター機能強化事業に係る業務委託

１　参加意向申出者
	商号又は名称
	

	代表者職 氏名
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	有資格者名簿
業者コード
	※入札参加資格審査申請中の場合はその旨を記載



２　書類送付等連絡先
	担当者所属
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	電話・ＦＡＸ
番号
	ＴＥＬ　
ＦＡＸ　

	電子メールアドレス
	　　



件名：各区市民活動支援センター機能強化事業に係る業務委託
	提 案 資 格
	資格確認欄 

	(1) 横浜市一般競争入札有資格者名簿の登録
ア　令和５年度横浜市一般競争入札参加有資格者名簿に登載され、①営業種目として「各種調査企画」を登録し、かつ細目としてＢ「コンサルティング（建設コンサル等を除く）」を登録していること、または②営業種目として「その他の委託等」を登録していること。該当する場合は資格確認欄に「〇」を記入してください。

	
	登録業者コードを記入してください　
	

	
	商号又は名称を記入してください
	

	
	①(ｱ) 「営業種目」について「320：各種調査企画」が登録されていること。
	

	
	(ｲ) 「細目」について「Ｂ: コンサルティング（建設コンサル等を除く）」が登録されていること。
	

	
	②　「営業種目」について「その他の委託等」が登録されていること。
	

	イ　令和５、６年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（各種調査企画、またその他の委託等）に未搭載だが、現に申請中である。
	

	(2) 業務実績等
　本市や国、地方自治体又はそれに準ずる団体における中間支援機能の強化に向けたコンサルティング・支援などの実績があること。該当する場合は資格確認欄に「〇」を記入してください。
※次の事業を受託した実績（委託者、委託事業名称、業務概要、実施時期、主な成果等）を記載した資料を別途添付してください。

	
	(ｱ) 中間支援機能の強化に向けたコンサルティング・支援業務
	

	(3)その他
次の条件を全て満たすこと。該当する場合は資格確認欄「〇」を記入してください。

	
	ア：「参加意向申出書（様式１）」を提出してから受託候補者の特定までの間において、横浜市指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。
	

	
	イ：横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。
	

	
	ウ：民間企業、特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人、その他の法人（ただし、宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体等を除く。）であって、業務委託を的確に遂行するに足る能力を有する者であること。
	

	
	エ：神奈川県暴力団排除条例第１項又は第２項に違反していないこと。
	

	
	オ：地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）167条の４の規定に該当しない者であること。
	








